令和５年度のダイオキシン類対策特別措置法第28条に基づく
設置者による測定結果について
大阪市では、ダイオキシン類対策特別措置法における特定施設から排出されるガス等のダイオキシン類の測定結果について、設置者からの報告をとりまとめ、その結果を毎年公表しています。
今回公表する測定結果は、令和５年４月１日から令和６年３月31日の間に測定され、報告が
あった43施設のものです。
１　測定結果報告施設数
ダイオキシン類対策特別措置法において、廃棄物焼却炉等の特定施設の設置者は、年１回以上、施設から発生する排出ガス、排出水等のダイオキシン類の濃度について測定し、その結果を行政に報告することが義務付けられており、令和５年度は全ての報告対象施設より報告がありました。
	
	特定施設の種類
	報告施設数（注１）
	未報告施設数
	排出基準
超過施設数

	大　気
	製鋼用電気炉
	7 (4)
	0
	0

	
	廃棄物焼却炉（注２）
	30(19)
	0
	0

	水　質（注３）
	廃棄物焼却炉に係る

廃ガス洗浄施設
	1 (1)
	0
	0 

	
	下水道終末処理施設
	5 (5)
	0
	0 

	合　　　　　　計
	43 (29)
	0
	0


（注１）（　）内は工場・事業場数
（注２）１年を通じて休止中の施設には測定義務が生じない。
（注３）ダイオキシン類を含む排水を公共用水域（河川や海域）に排出しない施設には測定義務が生じない。
２　測定結果の概要　
(1) 排出ガス

全ての大気基準適用施設からの排出ガスは、排出基準に適合していました。
	 施設の種類
	報告施設数 
	測定結果

ng-TEQ/ｍ３N
	排出基準
ng-TEQ/ｍ３N

	製　鋼　用　電　気　炉
	7
	0.0000015～1.4
	5（既設）

	廃棄物焼却炉
	焼却能力
	４ｔ/ｈ以上
	6
	0.00058～0.042
	1（既設）

	
	
	
	11
	0.000000019～0.046
	0.1(新設)

	
	
	２ｔ/ｈ以上
４ｔ/ｈ未満
	4
	0.000027～1.2
	5（既設）

	
	
	
	1
	0.000080
	1（新設）

	
	
	２ｔ/ｈ未満
	4
	0.00095～6.8
	10（既設）

	
	
	
	4
	0.00046～3.1
	5（新設）


（注）既設施設基準は平成12年１月15日以前に設置され、又は設置の工事がされている特定施設について適用。なお、平成９年12月２日以降に設置され、大気汚染防止法において新設施設の指定物質抑制基準が適用されていた施設については、新設施設の排出基準を適用。
(2)  燃え殻、ばいじん
処理基準（３ng-TEQ/g）が適用される燃え殻・ばいじんは、次表のとおりでした。
	区分
	報告施設数

(基準適用外施設（注）を含む)
	測定結果

ng-TEQ/g
	処理基準（注）
ng-TEQ/g

	燃え殻
	24　
	0～2.0
	3

	ばいじん
	24
	0～44
	3


（注）平成12年１月15日以前に設置され、又は設置の工事がされている施設において、セメント固化、
薬剤処理又は酸抽出処理を行ったものは、基準を適用しない。（ダイオキシン類対策特別措置法施行規則附則第２条第３項）
なお、ばいじんについて、１施設が処理基準値（3ng-TEQ/g）を超過（44ng-TEQ/g）したため、対策後、再測定を実施し、基準値以下を確認済（処理基準値超過のばいじんは適切に処理済）
(3)  排出水

河川等に排出される水質基準適用事業場からの排出水は、全て排出基準に適合していました。
	特定施設の種類
	報告
事業場数
	測定結果

pg-TEQ/L
	排出基準

pg-TEQ/L

	廃棄物焼却炉に係る

廃ガス洗浄施設
	1
	0.0058
	10

	下水道終末処理施設
	5
	0.00038～0.0018
	10


